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地球というステークホルダーと 
「向きあって、その先へ。」 

日本を代表する百貨店、三越と伊勢丹の経営統合により2008年に誕生した株式会社三越伊勢丹ホールディング

ス。同社は、国内最大手の百貨店として世界随一の小売サービス業グループを目指す一方、「グループ企業理念の

実践=CSR活動」と位置づけ、地球温暖化防止など環境問題の解決に事業活動を通じて取り組んでいます。百貨

店における環境配慮への取り組みについて、同社代表取締役社長執行役員の石塚邦雄氏にお話を伺いました。 

photo：矢木 隆一 

株式会社三越伊勢丹ホールディングス 代表取締役社長執行役員 石塚 邦雄氏 トップインタビュー 
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Top Interview 株式会社三越伊勢丹ホールディングス 代表取締役社長執行役員 石塚 邦雄氏 

 

 

 

御社はCSR活動の重点分野として「環境改善」を位置づ

け、事業活動の中で積極的に環境配慮に取り組まれていま

す。まずは、百貨店業と環境配慮についてお考えをお聞か

せ願えますでしょうか。 

　弊社グループは、2008年に株式会社三越伊勢丹ホールディン

グスを設立し、三越と伊勢丹の両事業会社を中心に制度や組

織など、さまざまな面で一本化を推進してきました。経営統合を

機にそれまでグループ各社が定めていた企業理念を見つめ直

し、2008年4月、企業理念を明確化したスローガンを策定しまし

た。「向きあって、その先へ。」という新しいスローガンには、2つの

意味が込められています。まず、経営統合によって結びついた2

つの会社が向きあい世界随一の小売サービス業グループを目

指すということ、もう1つはあらゆるステークホルダーの方 と々我々

がしっかりと向きあっていくということです。我々が念頭に置くス

テークホルダーとは、お客さまをはじめ、株主、取引先、従業員、地

域や社会などですが、さらに広い意味では、地球全体が我々の

ステークホルダーだといえるでしょう。すべてのステークホルダーと

真正面から誠実に向かいあい、個々のニーズや社会的要求を

柔軟に受け止めながら、新たな価値の創造を追求していくこと、

これこそが我々の基本姿勢です。これによって「将来にわたっ

て、かけがえのない信頼関係」を築くことを目指しています。 

　また、スローガンを掲げることによって、企業活動を通じて社会

へ貢献することを約束しています。弊社グループでは、ここに示

された基本姿勢を実践することは、社会の一員として企業の責

任を果たしていくこと、つまりCSR活動そのものだと捉えていま

す。こうした考えのもと、企業活動を通じて、さまざまな社会問題

に立ち向かい、その解決に貢献することを目指し、CSR方針を

定めました。特に「品質・安全性」「雇用・人材」とともに「環境

改善」をCSR活動の重点分野として掲げ、地球温暖化防止を

はじめとする環境問題の解決に対し、継続的な取り組みを推進

しています。 

　企業理念とCSR方針の実現は、企業としての姿勢を従業員

一人ひとりの行動にどれだけ結びつけられるかにかかっていま

す。過去に、環境政策について熱心に語る一方で、平然とタバ

コのポイ捨てをする人を見たことがありますが、目標を掲げるだ

けでは意味がありません。地球環境という対象に比べると、個

人の行動は微力に思えることもあるでしょう。しかし、一人ひとり

の努力はたとえ小さなものであっても、これを蓄積していくことで

大きく実を結ぶことができるのだと私は思います。このような思い

から、弊社グループでは、企業理念とCSR方針に合わせて倫理

行動基準を策定しました。これによって、「お客さま第一」という

不変の姿勢を明確にするとともに、従業員一人ひとりが独自に

取り組みを進めていけるよう指針を示しています。 

 

 

 

 

グループの基盤整備や仕入れ構造の改革を目指し、独自

の百貨店ビジネスモデルの構築に取り組まれていますが、

環境配慮型商品は「独自性」や「収益性」を向上する切り

札となるのでしょうか。 

　最近では環境に配慮したライフスタイルに関心を持つお客さ

まが多く、こうしたニーズにお応えするため、弊社グループでは環

境配慮型商品の販売に取り組んでいます。しかし、今はまだ

“エコ”が消費者へのアピールにつながっていますが、長い目で

見ると環境配慮型商品の販売は競合他社との差別化になり得

ないと思います。そもそも環境への貢献は企業が事業活動を考

える上で無視できないテーマです。近い将来、環境配慮型商品

であることは、品質や安心・安全と同様、普遍的な要素になると

思います。我々は目指すべき姿として「常に上質であたらしいラ

イフスタイルを創造し、お客さまの生活の中のさまざまなシーンで

お役に立つことを通じて、お客さま一人ひとりにとっての生涯に

わたるマイデパートメントストア」という目標を掲げていますが、こ

れを実現するには環境配慮型であることに加えて独自の価値を

つけていく必要があるでしょう。社会の変化を注視しながら、お

客さまにとって真に価値ある商品とは何なのか、常に追求し続

けることが大切です。 

 

店舗の舞台裏では、空調に利用しているターボ冷凍機を高

効率の新型機器に更新するなど、省エネに取り組まれてい

るそうですね。 

　百貨店の役割は、お客さまに商品を提供することだけではあ

りません。商品知識を持つ販売員、快適な環境・空間などといっ

たさまざまな要素によって事業が成り立っています。そのため、

環境配慮型商品の販売だけでなく、従業員への環境教育、設

備の省
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「グループ企業理念の実践=CSR活動」 

環境配慮型商品に付加価値をつける 

伊勢丹・三越の頭文字「Ｉ」と「Ｍ」をモチーフにした三越伊勢丹ホールディングスのシンボ
ルマーク。3人の人間が肩を組んでいるようにも見えるデザインに、ステークホルダーと向き
あう企業の姿勢を託している。 
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備の省エネや省資源、リサイクルなど、事業活動のさまざまな側

面で環境配慮に取り組んでいかなければいけないと考えていま

す。特に設備面では、新型ターボ冷凍機の導入に加え、老朽化

したエレベーターを省電力タイプへ更新するなど設備改修に取

り組んでいます。また、2011年5月に開業したJR大阪三越伊勢

丹では、LED照明をはじめ最新の省エネ型機器を採用するな

ど、環境に優しい店舗づくりを目指しました。 

 

今夏は環境配慮だけでなく電力不足の観点からも、節電が

求められています。 

　節電や省エネに対する意識が社会に浸透したことで、お客さ

まから「もっと照明を消した方がいいのではないか」「空調の設

定温度を上げるべきだ」といった提案が多く寄せられるようにな

りました。これは、百貨店を運営する側にとっても、あらためて省

エネに対する取り組みを見直す機会になったと思います。その

一方で、お客さまの利便性と社会的要求のバランスをどのように

取りながら節電対策を展開していくのかという課題に我々は直

面しています。電気使用量を15％削減するだけなら、エレベー

ターやエスカレーターの動力、空調、照明など、施設のエネル

ギー管理を見直せば、容易に目標を達成することができます。し

かし、来店されるお客さまの中には、視力の問題で照明が暗い

と困るという方や、エレベーターを利用しないと移動が困難な方

もいらっしゃいます。また、「ネオンサインが明るすぎる」というご指

摘がある一方、「夜間に暗いと危ないので、ある程度明るくない

といけない」とおっしゃる方がいるなど、さまざまなご意見がありま

す。現場の従業員は、お客さまからこのような質問や指摘があっ

たときに、節電への取り組みについて的確に説明できなければ

いけません。全国各地の店舗で働く従業員は、取引先からの派

遣スタッフも含めると、グループ全体で数万人に及びます。節電

対策を推進するに当たって、スタッフ一人ひとりが節電や省エネ

に取り組む意義を理解し、グループ全体の意思としてお客さまに

伝えていくことが非常に大切だと考えています。 

 

百貨店業の財産は「人」だということも耳にしますが、現場

の方々の意識改革は重要な課題ですね。 

　販売員が新しく店舗に派遣されてきたときに実施する入店前

講習会や全従業員を対象にしたコンプライアンス講習会を通じ

て、環境改善に対する意識向上に取り組んでいます。また、6月

の「環境月間」、10月の「環境にやさしい買物キャンペーン」に

合わせた商品提案キャンペーンや環境関連イベント、全社運動

なども展開しています。こうした取り組みの中で、従業員一人ひ

とりが環境改善活動の趣旨を理解し、環境に対する高い意識

を持ちながら業務を遂行できるよう、現場マネージャーが中心と

なって日常的に指導を行っています。 

　こうして従業員の環境意識を高めることが、店舗全体の環境

負荷低減には不可欠です。なぜなら中央監視室での設備管理

によってエネルギーを低減できたとしても、過剰包装などの課題

は現場での取り組みによってしか解決できないからです。たとえ

ば贈答品の場合、商品パッケージ、メーカーの包装紙、弊社の

包装紙といったように、何重にも包まれることがあります。あるい

は、商品が壊れないよう箱の中に詰め物をすることがあります

が、実際にはすべてのお客さまがこうした包装・梱包を必要とさ

れているわけではありません。お客さまの用途に応じて現場で

接する従業員が臨機応変にエコのご提案をすることで、資源の

無駄づかいを抑制することができると考えています。 

 

 

 

 

最後に、これから求められる百貨店の姿についてお考えを

お聞かせ願えますでしょうか。社会における百貨店の存在

意義とは、どのようなものなのでしょうか。 

　オンラインショッピングの普及や小売業のグローバル化など、

百貨店を取り巻く環境は大きく変わりつつあります。今後、我々

が存続するためには、百貨店がどういう業態であり、どういう価

値をお客さまに提供していくのかを考え直す必要があります。東

日本大震災は、百貨店の存在意義をあらためて考え直すきっか

けになりました。弊社グループでも、仙台三越が被災し、一時休

業せざるを得ませんでした。4月後半に何とか営業を再開させ

たのですが、そのときはもちろん従来のような売り上げは期待し

ていませんでした。5月には前年度の50％程度、9月ごろまでに前

年度の売り上げまで回復することが当初の計画だったのです。

しかし、実際の売り上げが計上されると5月は前年度の116％と

いう結果でした。来店されたお客さまとお話しすると、「郊外に行

くと、まだ瓦礫の山ばかりで目にするのが辛い。市内に行くところ

ができてよかった」「百貨店は1つの建物の中にさまざまな店舗

があり、館内を歩いているだけで1日楽しめる」と言って喜んでく

ださり、被災地での百貨店の存在意義を考えさせられました。 

　百貨店で大事なことは、特定の地域や時代の中でお客さま

百貨店で求められるマインドとハート 

講習会の様子 
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東日本本大震災を契機として、風力発電や太陽光発電など新エネルギーへの期待が高まっている。こうした再生可

能エネネルギーの活用は、資源の乏しい日本にとって重要であるが、中でも注目すべきは太陽熱や地中熱、機械設

備かららの排熱などの熱資源の有効活用だ。日本には未利用の熱エネルギーがまだ多く残されている。その有効活

用はCCO2削減につながり、持続可能な社会に貢献できるだろう。本特集では、エネルギーの未来に新たな光をも

たらすす熱の有効性に焦点を当てる。 

熱利用から見直す 
エネルギーの未来 
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のニーズを見極め、提供していくことです。ただコストパフォーマ

ンスが高いというだけでは、商売は成り立ちません。私は、これか

らのマーケティングにはマインドとハートが必要だと考えていま

す。お客さまの気持ちに訴えるような商売がどれだけできるかと

いうことです。お客さまや地域とともに将来のことを語り合える商

売の在り方が百貨店の生き残りにつながるのだと思います。 

 

地域の課題や将来像を考える上で「環境」は無視できない

テーマだと思います。 

　地域や環境との関わりという点では、屋上緑化が大きな効果

を果たすと考えています。現在、伊勢丹新宿本店、三越銀座

店、JR大阪三越伊勢丹の各店舗で屋上緑化に取り組んでいま

す。中でも、三越銀座店は、2010年9月の増床オープンを機に、9

階に芝生広場や四季の草木が広がるテラスガーデン、屋上農

園テラスファームなど、人と自然のつながりを実感できる「銀座テ

ラス」を新たに設けました。建物全体の緑化率は30％を超えて

おり、テラスガーデンの芝生面積は約400平方メートルに及びま

す。屋上農園テラスファームでは、地域の方々や子どもたちが農

業体験できる交流の場としての活用が始まっており、店内から排

出される生ごみを堆肥化して使用するなど、リサイクルにも取り組

んでいます。こうした取り組みを通じ、銀座テラスが、都会の中に

お客さまがゆったりとくつろげる公共空間を提供し、子どもたちが

環境への関心を深めるきっかけの場となることを願っています。 

　銀座テラスの計画当初、緑化ではなく、もっと商品を置いて利

益を上げた方がいいという意見もありました。物販の観点だけ

から考えると、屋上緑化は無駄なスペースと見えるかもしれませ

ん。しかし、こうした無駄があるからこそ、お客さまから評価して

いただけることもあると思うのです。長い目で見れば、地域や社

会、我々の商売にとって価値をもたらすものだと私は考えていま

す。百貨店は、お客さまに単にお買い物をする場所を提供する

のではなく、お買い物を通じて夢と感動をご提供する業態です。

商品だけでなく、事業活動全体でどのような価値をお客さまに

提供できるのか、これを追求していきたいと思います。 

 

戦後復興期、百貨店は人々の憧れとなるライフスタイルを

提案するプレゼンテーションの場として機能しました。震

災から立ち直りを図る日本において、こうした役割を百貨

店が再び果たすことに期待したいと思います。 

　成熟期を迎えた社会に対し、どのような憧れを提示していくか

は難しい課題ですが、たとえば百貨店は文化の発信基地とし

て、商品を通じて芸術や文化の価値を問い直し、伝えていく必

要があると思います。震災の影響によって不要不急の商品や嗜

好品の購入は自粛すべきだという風潮がありますが、美術品の

価値とは何かをあらためて考え直す必要があるでしょう。逆境に

いるからこそ、美しい絵を見て人々が元気になったり、心が癒され

たりすることがあると思うのです。我々は、芸術が本来持つ価値

が見逃されないよう発信していくことを重要な役割として捉え、お

客さまの心に訴える商売の在り方を考えていきたいと思います。 

株式会社三越伊勢丹ホールディングス 代表取締役社長執行役員 石塚 邦雄氏 

【聞き手】三井住友銀行経営企画部CSR室長　條 晴一 

日本総合研究所理事　足達 英一郎 

会社概要 

株式会社三越伊勢丹ホールディングス 

PROFILE 

石塚 邦雄（いしづか くにお） 
1972年、東京大学法学部卒業。同年、株式会社三越入社。三越日本橋本店副店長、

本社業務部長、営業企画本部長などを経て、2005年に代表取締役社長執行役員に

就任。2008年、株式会社三越伊勢丹ホールディングスの設立を機に、同社代表取締

役社長執行役員兼最高執行責任者（COO）に就任。2011年4月より、株式会社三越

伊勢丹ホールディングス代表取締役社長執行役員と株式会社三越伊勢丹取締役会長

執行役員を兼任する。 

設 立  
本 社  
資 本 金  
代 表 者  
事 業 内 容  

2008年  
東京都新宿区新宿5-16-10 
500億4,700万円（2011年3月末現在） 
代表取締役社長執行役員　石塚 邦雄 
百貨店業、クレジット・金融業、小売・専門店業、友の会事業 

ホームページURL：http://www.imhds.co.jp/銀座テラス内にある芝生広場 
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東日本大震災を契機として、風力発電や太陽光発電など新エネルギーへの期待が高まっている。こうした再生可

能エネルギーの活用は、資源の乏しい日本にとって重要であるが、中でも注目すべきは太陽熱や地中熱、機械設

備からの排熱などの熱資源の有効活用だ。日本には未利用の熱エネルギーがまだ多く残されている。その有効活

用はCO2削減につながり、持続可能な社会に貢献できるだろう。本特集では、エネルギーの未来に新たな光をも

たらす熱の有効性に焦点を当てる。 

熱利用から見直す 
エネルギーの未来 
熱利用から見直す 
エネルギーの未来 

特 集 

 

 

 

　東日本大震災で電力供給がひっ迫

する中、停電の心配がないとして東京

都港区の六本木ヒルズが注目を集め

ている。エリア内にはオフィスや美術館

などが入る森タワーをはじめ、シネマコン

プレックスやホテル、住宅などが林立す

るが、それらの施設で使用される電力

が、森タワー地下にある自家発電設備

で賄われているためだ。震災後、電力

確保に走る東京電力に対し、余剰電

力を供給したことは話題となった。こう

した六本木ヒルズの「創エネルギー」が

語られるとき、どうしても自家発電に目が

行きがちであるが、もう１つの重要なポイ

ントとして熱エネルギーの有効利用が

挙げられる。 

　六本木ヒルズでは都市ガスで発電す

ると同時に、発電で出る排熱を冷暖房

や給湯にも利用しているのである（6

ページ：図表1）。エリア内で消費される

エネルギーのうち、熱エネルギーが占め

る割合は最高4割。その熱を電気やガ

スから新たにつくるのではなく、発電時

の排熱を有効利用することで、6割程度

という高いエネルギー効率を実現して

いる。排熱を利用しない場合のエネル

ギー効率は3～4割というから、熱利用

がいかに効率化と省エネに寄与してい

るかがわかる。このように電気と熱を同

時に利用する仕組みはコージェネレー

ションシステムと呼ばれており、家庭用で

は「エコウィル」や「エネファーム」の名

称で知られている。 

　六本木ヒルズを運営する森ビルが創

エネルギーに着目するようになったきっ

かけは、1986年に竣工したアークヒルズ

（東京都港区）だという。民間企業が手

掛けた日本初の大規模再開発事業で

あり、同社にとっては「都市と自然との共

生・都市の低炭素化・資源循環」という

現在の環境理念を築く第一歩となった

エリアである。 

　アークヒルズでは発電は行われておら

ず、熱エネルギーを利用した地域冷暖

房のみが導入されている。それだけでも

省エネルギー効果は高いのだが、アー

クヒルズ内にあるアーク森ビルに入居す

る主に外資系企業から、停電を心配す

る声が多く寄せられたという。企業に

とって停電は、ビジネス機会の喪失を意

味する。24時間動き続けられる安全・安

心なビルは、構造的に堅牢であるだけ

ではなく、電力供給が止まらないなど運

営面での頑強さも必要である。そのこと

に気づかされ、ハードとソフトの両面で

安全・安心を追求したのが六本木ヒル

ズであった。 

　もともと六本木ヒルズは緑被率26.5％

と都市ビルとしては緑が多く、人気が高

いエリアであったが、そこに創エネル

ギーという価値が加わったことで、さらに

エリアとしてのブランド価値が高まること

が期待される。 

東日本大震災を契機として、風力発電や太陽光発電など新エネルギーへの期待が高まっている。こうした再生可

能エネルギーの活用は、資源の乏しい日本にとって重要であるが、中でも注目すべきは太陽熱や地中熱、機械設

備からの排熱などの熱資源の有効活用だ。日本には未利用の熱エネルギーがまだ多く残されている。その有効活

用はCO2削減につながり、持続可能な社会に貢献できるだろう。本特集では、エネルギーの未来に新たな光をもた

らす熱の有効性に焦点を当てる。 

エリア価値を高めた熱利用 
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　六本木ヒルズが熱利用でエネルギー

効率を高められた背景には、供給先に

約2,000人が暮らす集合住宅が含まれ

ていたことがある。 

　家庭ではさまざまなものにエネルギー

が使われているが、そのうち給湯、冷

暖房で約57％を占めている（7ページ：

図表2）。つまり、家庭での給湯と冷暖

房のエネルギー源を見直すことで、大

きな省エネルギー効果が期待できるの

である。 

　しかし、家庭での最終エネルギー消費

量2,037ペタジュール（1ペタジュール＝

1015ジュール）のうち、熱（温熱・冷熱）販

売量から推計される熱供給によるものは

0.1％、太陽熱を含む再生可能・未活用

エネルギーによるものは約1％にとどまっ

ている（7ページ：図表3）。なぜ熱利用

は普及していないのであろうか。 

　実は熱利用は、以前から継続して低

迷していたわけではない。オイルショック

で原油価格が高騰した1970年代後半

には、熱利用設備の1つである「太陽熱

温水器」の需要が急伸したことがある。

太陽熱温水器とは、太陽のエネルギー

を熱に変える集熱器と、この熱をお湯と

して貯めておく貯湯槽が一体となった

設備のことで、屋根の上に設置して利

用するものである（8ページ：写真1）。 

　太陽熱利用設備を手掛けるメーカー

で構成される社団法人ソーラーシステ

ム振興協会によると、データが残ってい

る1973年に6万4,000台であった太陽熱

温水器の需要が、1980年には一気に

80万2,516台と12倍以上に拡大した。

しかし、この年をピークに需要は減少を

続け、2010年には3万7,832台にまで落

ち込んでいる（8ページ：図表4）。 

　需要減少の要因としては、1990年代

に一部メーカーの不適切な販売方法が

取りざたされ、普及に少なからず影響し

た面もあろう。また、大手メーカーが参入

する太陽光発電に比べ、中小メーカー

がほとんどの太陽熱温水器は積極的な

広告・宣伝によるユーザーへの訴求力

が弱いという面もあろう。 

　また、太陽熱温水器は容量が約200

リットルの貯湯槽が付いているため、屋

根に設置したときの見栄えが太陽光発

電より悪く、要するに「格好悪い」点が

ユーザー受けしない1つの理由となって

いる。太陽熱温水器は架台やワイヤー

を使用して設置されるため、どうしてもか

さ高くなって異物感がある。 

　しかし、水を直接温める太陽熱温水

器とは異なり、温めた熱媒体で間接的

に水を温めるソーラーシステムは貯湯槽

（蓄熱槽

根には

でもより

ついて

け施工

協会で

と給水

の電力

を駆動

ギーで賄

　また

たため

水栓等

かった

続によ

うに設

流にな

給湯器

　太陽

は、太陽

エネル

庭で使

める給

伸び悩む太陽熱温水器 

図表1：六本木ヒルズにおける熱電供給システムフロー図 図表

出典

厨房用

冷房用
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特集  

（蓄熱槽）を地上に設置できるため、屋

根には集熱器を置くだけでよく、外観面

でもより洗練された。屋根面への設置に

ついても、太陽光発電と同じように直付

け施工が可能で、ソーラーシステム振興

協会では標準化を進めている。熱媒体

と給水をポンプで強制循環させるため

の電力が必要だが、太陽電池でポンプ

を駆動させるタイプもあり、太陽エネル

ギーで賄うことも可能だ。 

　また、以前は温度調整機能がなかっ

たため、60℃以上に温まった湯は混合

水栓等で温度調整をして使うしかな

かった。それも今では補助熱源との接

続により、ガスや電気の給湯器と同じよ

うに設定温度で使用できるタイプが主

流になり、使い勝手は普通のシャワーや

給湯器と変わらないという。 

　太陽熱温水器やソーラーシステム

は、太陽光エネルギーの40～50％を熱

エネルギーに変換することができる。家

庭で使用するエネルギーの約30％を占

める給湯（7ページ：図表2）の半分を賄

えるそうである。 

 

 

 

 

　「太陽エネルギー」と聞いたとき、多く

の人が「太陽光発電」を思い浮かべる

のではないだろうか。それほど現在は、

太陽熱利用より太陽光発電が主流に

なっている。その理由のいくつかは前述

した通りだが、もう1つ加えておきたいの

は、太陽光発電では余った電気を売る

ことができるが、太陽熱温水器では余っ

たお湯を売ることができないということで

ある。設備に対する初期投資をできる

だけ早く回収したいというユーザー心

理を考えると、太陽光発電を優先する

のも仕方がないところであろう。 

　しかし、これまで見てきたように、太陽

熱をはじめとする熱利用が、日本のエネ

ルギー自給の一助となることは間違いな

い。とりわけ京都議定書の基準年であ

る1990年と比べ、最終エネルギー消費

量が23.1％増、CO2排出量が26.9％増

と業務部門に次いで増加傾向にある

家庭部門（資源エネルギー庁「2009年

度におけるエネルギー需給実績確報」

2011年4月26日公表）での利用促進は、

今後のエネルギー自給とCO2排出量削

減の実効性を高める上での鍵となる。 

　家庭で利用できる熱エネルギーのう

ち、大きな伸び幅が残されているのはや

はり太陽熱である。今後、家庭での太

陽熱利用を促進するには、補助金など

の助成制度が欠くことのできない施策と

なろう。 

　東京都は、補助制度の導入にいち

早く動き出した。2011～2015年度の5年

間で20億円の予算を確保している。実

は東京都は2009～2010年度にも、住宅

用の太陽熱利用設備や太陽光発電設

備に対する補助事業を実施したことが

ある。しかし、2010年12月末現在、補助

申請があったのは太陽光発電の約1万

4,000件に対し、太陽熱利用はわずか

300件程度にとどまっている。おまけに、

熱利用 から見直 すエネ ルギ ー の 未来  

補助制度を追い風に 

図表2：家庭でのエネルギー消費量 

出典：財団法人日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2006年版」 

図表3: 家庭部門におけるエネルギー種別最終エネルギー消費割合 

出典：資源エネルギー庁 
「2009年度におけるエネルギー需給実績確報」（2011年4月26日公表）より作成 

給湯用 

27.8％ 

暖房用 

27.1％ 

電力 

50.5％ 
都市ガス 

20.6％ 

灯油 

17.6％ 

LPG 

10.2％ 

その他 

36.4％ 

厨房用 6.2％ 

冷房用 2.4％ 

再生可能・ 
未活用エネルギー 

0.9％ 
熱 0.1％ 
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新規需要は少なく、ほとんどが更新需

要であったという。 

　そのため、2011年度から始まった新

たな補助制度では、都内新築分譲着

工戸数の7割を占める新築集合住宅に

焦点を絞り、個人ではなくデベロッパー

やハウスメーカーを補助対象にすること

にした。 

　また、認知度が低かったという反省を

踏まえ、関連業界団体との連携強化を

図るための「太陽熱利用促進協議会」

も発足させた。これには大手デベロッ

パーやガス事業者なども名を連ねてお

り、前出のソーラーシステム振興協会も

これまで弱かった広告・宣伝力が向上

すると期待している。2011年1月に開催

された太陽熱テイクオフ大会では、太陽

熱メーカー各社が販売目標を相次いで

発表し（8ページ：図表5）、普及への意

気込みを見せていた。 

　また、2011年1月からは住宅エコポイ

ントの対象が拡充され、太陽熱利用シ

ステムが対象に加わった。ただし、エコ

住宅の新築またはエコリフォームに合わ

せて設置することという条件が課されて

おり、一般ユーザーにとってのハードル

は高い。太陽熱利用を本気で普及させ

るなら、もっと使い勝手のよい補助制度

になるよう一層の工夫が必要であろう。 

 

 

 

 

　ここまで発電時の排熱利用、太陽熱

利用について述べてきたが、そのほか

にも地球上には多種多様な熱エネル

ギーが存在している。地中熱、雪氷冷

熱、温泉などの熱源など、あらゆる温度

差から熱エネルギーを回収できる。回収

した熱エネルギーの使い方としても、こ

こで紹介してきた熱そのものとしての利

用のほか、熱発電も可能である（9ペー

ジ：コラム参照）。 

　熱エネルギーなどを、動力を使わずに

集熱－利用する手法は「パッシブ（受動

的）」システムと呼ばれている。これに対

し、熱エ

の設備

「アクテ

一般に

あり、集

ソーラー

える。 

　日本

つつあ

換し、熱

また、電
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太陽熱温水器 

ソーラーシステム 

一人ひとりの意識改革を 

2011年1月31日 太陽熱テイクオフ大会（東京都主催）にて各社発表 

写真1：太陽熱温水器 
図表4：太陽熱温水器とソーラーシステムの設置実績 

出典：社団法人ソーラーシステム振興協会資料より作成 

図表5：太陽熱メーカー各社・団体の目標 

1.設計・施工の標準化のための基準を2011年度に策定する。 
2.施工士認定制度を2011年度に創設する。 

2015年度までに都内におけるソーラーシステムの年間販売台数として、戸建1,000台、集合住宅40棟を達成する。 

2015年度までに都内におけるソーラーシステムの年間販売台数について、2010年比10倍（600台）を達成する（戸建・集合の合計）。 

2015年度までに都内において累計6,000戸の住宅等に対してソーラーシステムの導入を達成する。 

戸建・集合、およびOEM 供給を含めて5年間（2011年度～2015年度）で、都内におけるソーラーシステムの販売台数累計4,500台を達成
する。 

1.2011年度から2015年度までに都内で販売するソーラーシステム（太陽熱温水器含む）の累計販売目標を1,800 台と設定する。 
2.ソーラーシステムのユーザーコストを2015年度までに50％低減する。 

ソーラーシステム振興協会 

（株）サンジュニア 

（株）長府製作所 

東京ガス（株） 
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矢崎総業（株） 
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し、熱エネルギーをポンプやファンその他

の設備によって集熱－利用するものを

「アクティブ（能動的）」システムと呼ぶ。

一般に太陽熱温水器は「パッシブ」で

あり、集熱のためにポンプを利用する

ソーラーシステムなどは「アクティブ」とい

える。 

　日本では太陽光発電の普及が進み

つつあるが、太陽エネルギーを熱に変

換し、熱で利用する方が、効率が高い。

また、電気に変換する場合でも太陽熱

発電のエネルギー変換効率は、太陽光

発電と同程度か若干高いとされてい

る。電力需要がひっ迫している今こそ、

パッシブであれ、アクティブであれ熱エネ

ルギーの有効性を見直すべきであろう。

とりわけ、家庭においては、給湯や暖房

熱源に太陽熱利用が進むことを期待し

たい。 

　今後、東京都のように家庭の太陽熱

利用を促進するための補助制度を拡

充する自治体が増える可能性はある。

しかし、それだけで太陽熱利用が進展

するわけではない。自然の力を取り入れ

た住まい方、暮らし方に変えていく個人

の積極的な意志がなければ、補助制度

も十分に機能しないであろう。自然エネ

ルギーを選択するには個人のアクティブ

な行動が必要になる。 

　ただし、再生可能エネルギーだけで

エネルギー自給が達成されるわけでは

ない。系統電力やガスなどの化石燃料

も引き続き必要になる。肝心なことは今

後できるだけ再生可能エネルギー利用

の比率を増やしていくことではないだろ

うか。エネルギーのベストミックスといわ

れて久しいが、多種多様なエネルギー

を組み合わせられるよう選択肢を増や

し、導入を実現していくことが重要であ

る。将来の持続可能な社会のエネル

ギー源として、重要な選択肢の１つに再

生可能な熱エネルギーがある。 

熱利用 から見直 すエネ ルギ ー の 未来  特 集  

世界市場で評価される太陽熱発電用ミラー コラム 

取材協力：社団法人ソーラーシステム振興協会、旭硝子株

式会社、森ビル株式会社 

1

2

3

4

トラフ型太陽熱発電 パラボラディッシュ型太陽熱発電 

　本文中では主に太陽熱の熱としての利用に触れているが、もう

1つの用途として世界的に注目を集めているのが太陽熱発電であ

る。大量の鏡（ミラー）で太陽熱を集め、その熱で熱媒体や空気、

水蒸気を加熱しタービンを回して発電するシステムである。主に4

種類のシステムがある。 

 

　　トラフ型 

ミラーにより焦点部分の集熱管内の熱媒体を熱し、その熱で蒸気

を発生させ、タービンにより発電する。 

　　タワー型 

大量に設置されたミラーによりタワーに集熱し、熱媒体あるいは蒸

気（水）を熱し、タービンにより発電する。 

　　パラボラディッシュ型 

パラボラミラーの焦点に設置されたスターリングエンジンで発電す

る。 

　　リニアフレネル型 

フレネルレンズで集熱し、熱媒体を熱し、その熱で蒸気を発生させ、

タービンにより発電する。 

 

　いずれのシステムでも集熱の要はミラーであり、太陽熱発電の

効率を左右する。このミラーで世界市場での存在感を増している

のがAGC旭硝子である。ミラーはガラスの裏面にコーティングを行

い製造されるもので、ミラーの性能とはつまりガラスの性能を意味し

ているからである。 

　同社のミラーの特色の1つは、光を通しやすい高透過ガラスを使

用していることである。通常のガラスより鉄分の含有量が少なく、

太陽光の吸収量も少ないため、通常は80％程度のエネルギー反

射率を95％まで高められるという。また、薄さ0.95ミリメートルという

「たわむガラス」は、ガラス本体が吸収する熱エネルギーを軽減する

効果があるうえ、半径3.6メートルの曲面でも設置可能である。商

品の幅が広く、多様な太陽熱発電システムに対応できる点が世界

市場での評価につながっているのだろう。 

　日本では太陽熱発電に適した地域が少ないため普及していな

いが、スペインやアメリカなどの乾燥地帯では数万～数十万キロ

ワットの大規模プロジェクトが始動しており、同社のミラーが一部使

用される見込みである。太陽熱発電は大規模電源として有望と見

られており、AGC旭硝子では2015年までに太陽電池も含めたソー

ラービジネスとして1,000億円の売り上げを目指している。 
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微細藻類によるCO2削減と代替化石燃料の可能性 

先進環境技術紹介 

Eco Frontiers
深刻さを増す地球温暖化問題の対策として原始生命体である微細藻類（植物プランクトン）に注目が集まっている。光

合成によりCO2を固定化し、バイオ燃料の原料を生成する微細藻類の研究開発の現状とビジネス化の可能性を探る。 

 
 
 
　微細藻類とは約30億年前に地球上
に出現した原始生命体の1つである。
単細胞生物で葉緑素を持ち酸素発生
型光合成を行うことが特徴だ。その種
類は10万種類を超え、主に海洋や淡水
系の湖、川などに繁殖している。地球温
暖化問題が深刻化する中、この微細藻
類の持つCO2固定能力と体内の油脂
分を原料とするバイオ燃料の可能性に
世界の注目が集まっている。 
　微細藻類からエネルギーを生産する
アイデアは40年以上前から知られてお
り、1970年代の米国で盛んに研究が行
われた。しかし、効率的な大量培養が
困難で原油価格との競争力を持ちえな
かったため次第に研究は下火になって
いった。日本でも同時期に財団法人地
球環境産業技術研究機構（RITE）に
よるプロジェクトが推進されたが同様の
理由で中断されてしまった。潮目が変
わったのは2007年である。イラク戦争を
機に原油価格が高騰する中、米国の
ブッシュ大統領が「2017年までに年間
350億ガロン（約1.3億キロリットル）の再
生可能燃料や代替燃料の使用を義務
付ける」との政策を発表、同時期にア
ル・ゴア元副大統領の環境保護啓発
運動がノーベル平和賞を受けたことも
影響し、微細藻類によるバイオ燃料生
産の機運が高まった。 
　微細藻類由来のバイオ燃料が注目
を浴びる理由は（1）穀物等のバイオ燃
料と異なり食料と競合しない、（2）単位
面積当たりの生産性が高い、（3）砂漠
など悪条件下でも培養可能、（4）増殖
速度が速い、（5）CO2固定能力が高
い、（6）水を汚染しない、（7）工業生産
に近いプロセスで培養可能、（8）残　を
飼料や肥料に活用でき無駄がない、

（9）既存の石油産業設備を流用可能
などが挙げられる。 
 
 
 
 
　経済産業省が主導するニューサン
シャイン計画の一環として実施された
「細菌・藻類等利用二酸化炭素固定
化・有効利用技術研究開発」の最終評
価報告書によれば、微細藻類のCO2固
定量は1日当たり約50グラム/平方メート
ルであり、温帯地方の森林のCO2固定
量の約10倍であるとの結果が報告され
ている。この高いCO2固定能力を生か
せば火力発電所や工場から排出される
CO2を吸収できると期待されている。東
京大学内に研究所を構えるバイオベン
チャー企業である株式会社ユーグレナ
は、2009年1月から沖縄電力株式会社
の金武火力発電所において微細藻類
のユーグレナ（和名：ミドリムシ）を用いて
CO2を固定化する共同研究を実施。火
力発電所が排出する15～20％の高濃
度CO2環境下でユーグレナの屋外培養
実験に日本で初めて成功した。同社取
締役経営戦略部長の永田暁彦氏は
「実験の結果、火力発電所の排ガスを
通気してもユーグレナは生育可能であ
ること、大気を通気して培養した場合よ
りユーグレナの増殖が速いこと、高濃度
のCO2通気により培養液中のpHが低下
し他生物の増殖を抑えられることが確
認できました。これにより火力発電所や
工場からのCO2排出をユーグレナで低
減できる可能性が高いことが明らかにな
りました」と実験の成果を話している。 
 
 
 
 
　そもそも化石燃料は数億年前に蓄

積された大量の微細藻類の死骸から
形成されたといわれており、微細藻類か
らバイオ燃料をつくることは理にかなっ
ている。ただし微細藻類には膨大な種
類があり、抽出できる燃料の成分や量
が異なるため、研究開発時には適切な
種を選択する必要がある。代表的な例
としては、重油に近い炭化水素を形成
し、細胞乾燥重量当たり最大約70％の
油脂分を持つボトリオコッカスや、2005
年に日本の海洋バイオテクノロジー研究
所が温泉環境から発見した軽油に近
い油脂分を形成する新属新種の
シュードコリシスティス、葉緑体を持たな
い従属栄養性藻類だがボトリオコッカス
の約10倍の炭化水素生産能力を持つ
オーランチオキトリウム、真冬の寒さでも
増殖可能なイカダモの一種、細胞の約
80％が葉緑素で構成される新種のバイ
ノス、前出のユーグレナなどの種が研究
対象となっている。 
　バイオ燃料の用途として近年注目さ
れているのがジェット燃料である。米運
輸省、欧州航空航法安全機構（ユーロ
コントロール）、英のマンチェスター・メトロ
ポリタン大学、および技術会社の英
QinetiQ社がまとめた報告書『商業航空
による騒音と排出の世界的傾向：2000
～2025年』によれば、2025年までに航空
機だけで15億トンの年間CO2排出量が
見込まれるといわれており、この数字は
EU加盟27カ国の4億5,700万人が1年
間に排出するCO2の約半分に当たると

いう。こ
替する
われて
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類由来
燃料で
月には
空宇宙
際航空
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いる。国
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る段階
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けては
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世界が注目する 
微細藻類の可能性 

森林の10倍以上の 
CO2固定能力 

食料と競合しない 
究極のバイオ燃料 

微細藻類の一種：ユーグレナ（和名：ミドリムシ） 

実証
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いう。このジェット燃料をバイオ燃料で代
替するため、今世界中で研究開発が行
われている。2009年1月には日本航空、
ボーイング社らが共同で植物由来と藻
類由来のバイオ燃料を混合したジェット
燃料でのテストフライトに成功。2010年6
月にはエアバスの親会社である欧州航
空宇宙防衛会社（EADS）がベルリン国
際航空宇宙ショーで100％藻類由来の
バイオ燃料でのテストフライトに成功して
いる。国内では株式会社ユーグレナが
JX日鉱日石エネルギー株式会社、株式
会社日立プラントテクノロジーとバイオ
ジェット燃料の共同研究を開始した。 
　「ジェット燃料は外気温がマイナス50
度に達する高空でも組成が変わらず、
燃焼性に優れた軽質な油でなくてはい
けません。ユーグレナの油脂成分は、
ジェット燃料に求められるこうした特徴
を備えており精製工程を簡素化できると
いう優位性があります。現在、2018年の
実用化に向けて3社でフィージビリティス
タディ（事業化可能性調査）を進めてい
る段階です」（前出・永田氏） 
 
 
 
 
　微細藻類は大きな可能性を秘めて
いることは間違いないが、実用化に向
けては解決すべき課題が残されてい
る。最も重要な課題はコストである。実
用化するには1リットル100円程度の水
準で大量生産できなければ商業的成
功は難しいといわれている。コストダウン
の重要な要素は安価に大量培養でき
る技術の開発にある。微細藻類を大量

培養する方法は、屋外型（Open Pond）
と閉鎖型（Photo Bio Reactor：PBR）の2
つに大別できる。屋外型であれば太陽
光を利用して安価に培養できるが、水
底まで日射を届けるには浅く広大な培
養槽が必要になる。仮に100万キロワッ
トの火力発電所から1日に排出される
300万立方メートルのCO2を1％固定す
るだけでも1平方キロメートルの培養槽
が必要となる。その敷地をどのように確
保するのかが大きな課題だ。また、屋外
培養槽は雑菌の繁殖による汚染や微
細藻類が捕食されてしまう恐れがある。
閉鎖型であれば工業生産的手法で効
率的培養が可能だが、照明にエネル
ギーを要するためコストダウンには限界
がある。また、どちらの培養法でも燃料
化のプロセスでエネルギーが必要となる
ので、その部分のコストダウンも必要だ。
海外の砂漠地帯など田畑に適さず日
射量の多い荒地で大量培養するアイ
デアもあるが、国内種を持ち出すには生
物多様性条約や植物検疫への対策
が必要であるし、現地で培養株を確保
する場合も生態系への影響を考えた
環境アセスメントが必要になるなど、さま
ざまなハードルが待ち構えている。 
　コストダウンの課題を解決する方法と
しては、遺伝子操作で光合成能力を強
化してCO2固定能力を高め、油脂分の
生産量を増やす品種改良が考えられ
る。現在、世界各国の研究者がさまざま
な手法で遺伝子操作の研究開発を進
めており、今後の成果に大きな期待が
集まっている。また、関連事業の収益に
よってバイオ燃料生産や研究開発の資
金を捻出するアプローチも早期事業化

を実現する有効な手段といえる。具体
例としては、バイオ燃料抽出後の残　
や微細藻類培養時の副次的効果を活
用したビジネス展開が考えられる。バイ
オ燃料の製造過程では微細藻類の大
量の残　が発生する。この残　にはビ
タミン、ミネラル、アミノ酸などの優れた栄
養分が含まれており、これを活用して飼
料や肥料などを生産すれば、新たな収
益を生み出すことが可能だ。さらに微
細藻類は培養過程で水を浄化する効
果があるので、そのメカニズムを利用し
て水処理ビジネスを立ち上げる方法も
考えられる。このように微細藻類の多様
性を生かして複合的なビジネスを立ち
上げて収益を積み上げれば、バイオ燃
料の研究開発費や生産コストを補い、
全体の収支バランスを合わせることも不
可能ではないだろう。 
　前出の株式会社ユーグレナはこのよ
うなビジネスモデルの開発によって事業
化に取り組んでいる。同社は微細藻類
ユーグレナから抽出した栄養素を健康
食品や化粧品分野に展開することで
確固たる事業基盤を構築し、その収益
を使ってバイオ燃料生産やCO2固定化
などのビジネスを展開するための研究
開発資金を捻出している。今後、同社
のように微細藻類の特性を生かした複
合的なビジネスを展開する事業者が増
えていくことが予想される。 
　微細藻類を活用したエコビジネスは、
いよいよ基礎研究の段階から事業化に
向けた戦略づくりの段階に入ろうとして
いる。近い将来、微細藻類ビジネスは地
球温暖化対策の切り札として飛躍的な
発展を遂げるに違いない。 

実用化の課題と 
解決へのアプローチ 

（株）ユーグレナと沖縄電力（株）が共同研究を行った火力発電所の排出ガスを利用した培養実験装置の概念図 

排出ガス通気後のユーグレナ培養槽内の様子。 

培養液の濃度変化から増殖していることがわかる。 

2009年1月19日（初日） 

2009年1月26日（1週間後） 

2009 euglena Co., Ltd.
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無線ネットワークとセンサーを活用し 
環境情報をリアルタイムで“見える化” 
杉原エス・イー・アイ株式会社 

電子機器の設計・開発から製造、品質保証まで手掛けるEMS事業を展開している杉原エス・イー・アイ株式会社。同社

は無線とセンサーを活用した「ユビキタスコンパス」を独自開発し、消費電力や温湿度などの環境情報を計測する製品

を提供しています。同社の環境関連製品の概要や効果について代表取締役社長の杉原俊夫氏にお話を伺いました。 

Ecological Company Special

     

御社の事業内容のご紹介をお願いいたします。　 

　創業は1968年（法人化は1973年）、通信機器の部品製造

から事業をスタートしました。絶対に故障が許されない通信機器

の製造は品質要求レベルが非常に高く、弊社は同分野で蓄積し

た高度な技術を核として、その後自動車やITなどさまざまな業

界へ事業を拡大してきました。弊社の強みは、設計から開発、資

材調達、製造、品質保証まですべてを自社で行えるEMS事業を

展開していることです。EMS事業でお客様から評価をいただけ

たのは、社内で技術者を育成し続けてきたことと、最先端の生産

設備に積極的な投資を続けてきたからだと自負しています。 

 

自社開発製品の「ユビキタスコンパス」のご紹介をお願い

いたします。 

　長年蓄積してきた通信機器の製造開発技術とノウハウを生か

し、2003年に事業をスタートさせたのがRFID（非接触型自動

認識システム）事業です。ユビキタスコンパスは同事業を象徴

する統一ブランドであり、無線タグや温度・湿度・照度・気圧・加

速度などの各種センサーおよび電力計測ユニット、ソフトウェア

などの製品、サービスで構成されています。ユビキタスコンパス

の特徴は、低消費電力の無線通信技術を用いてさまざまな環境

変化をリアルタイムで監視し、パソコンや専用モニターを使って

データの確認、加工、分析などを行えることです。このユビキタ

スコンパスのセンサーや無線ユニット、ソフトウェアなどを組み

合わせて環境情報を監視するソリューションを、弊社では「エコ

モニタリングシステム」と位置づけて提供しています。 

 

「エコモニタリングシステム」の具体的な適用例をお教え

いただけますか。 

　今、最も引き合いが多いのは、電力計測ユニットを組み合わせ

た消費電力量の“見える化”ソリューションです。ご存じのように

今夏は電力の供給不足が懸念されており、すべての企業にとっ

て節電が重要な経営課題となっています。効果的な節電策を実

行するには、まず現状の電力消費の実態をできる限り詳細に把

握することが必要です。蛍光灯を間引く対策とLED照明への変

更とではどちらの節電効果が高いのか、生産設備を断続的に休

止させながら稼働したときと連続運転させた場合の消費電力量

とではどちらが高いのか、エアコンの消費電力量は時間帯や曜

日、気温によってどの程度異なるのか、さまざまな状況を詳細に

モニタリングすることが効果的な節電策の実現には欠かせませ

ん。弊社以外にも電力消費量を計測する機器やシステムはあり

ますが、事業所・工場内の配線工事が必要なものが多く、設置に

多額のコストがかかってしまいます。これに対し弊社のエコモニ

タリングシステムは、無線を利用しているため配線工事が不要で

初期導入コストを大幅に抑えることができます。クランプ式の電

流センサーをワンタッチで取り付けるだけなので、専門の技術者

でなくても容易に設置できます。収集したデータは無線でパソ

コンに取り込まれ、モニタリングソフトを通じてリアルタイムで消

費電力量が表示されます。データはCSV形式で出力できるの

で、Excelなどに取り込みグラフ化したり、分析することが可能で

す。このシステムを利用して24時間の消費電力を計測してみる

と、設備機器や事務機器などの待機電力が意外に高いことや、始

業時や昼休み後に電力消費のピークがあるなど具体的な傾向を

可視化できます。状況を可視化できれば、待機電力対策を実行

したり、装置ごとに稼働時間をずらすなど具体的な対策を立てら

れます。さらに、エコモニタリングシステムを利用していれば節

電対策の効果を検証し、継続的な改善策を施すことができます。

効果的な節電を行えば、電力消費に伴うCO2排出量の削減につ

ながり、企業はコスト削減というメリットを得られます。 

 

電力計測以外には、どのようなソ

リューションがあるのでしょうか。 

　たとえば、温度・湿度センサーで

オフィスや店舗、工場内の温湿度

分布を可視化し、その分布を平準

化できるようエアコンの風向きや

レイアウト変更などを行えば、設定

温度を上げても快適な環境を実現

することができます。他にも、建物

内の人

置情報

り、加速

水や土

ソリュー
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アイデ

いただ

献して

 

製品以

たらお

　弊社

会に貢

して掲

推進す

響を的

ム（ISO

具体的

効率の

ル、工場

川敷の

 

今後の

　EMS

ジー、品

ていき

�� SAFE vol.90 July.2011

2008年度のグッドデザイン賞を 
受賞したユビキタスコンパスの無線タグ 
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内の人や物の動きをセンサーで計測して動線を改善したり、位

置情報を計測して物流や交通網を効率化してCO2を削減した

り、加速度センサーで建物や構造物の振動・傾きを計測したり、

水や土壌、空気を計測して環境変化を把握するなどさまざまな

ソリューションが考えられます。 

　弊社はデータの計測と収集を行うシンプルな機器を提供して

いるだけで、それをどう組み合わせて活用するかはお客さまの

アイデア次第です。これからもお客さまのアイデアに学ばせて

いただきながら、ユビキタスコンパスを進化させ、環境問題に貢

献していきたいと考えています。 

 

製品以外に御社が推進されている環境活動がございまし

たらお教えいただけますか。 

　弊社では地球環境の保護と安全に努め、生産活動を通じて社

会に貢献し、クリーンな製品と環境を提供することを環境理念と

して掲げています。この理念に基づき環境保全活動を継続的に

推進するため、弊社の活動、製品およびサービスに関わる環境影

響を的確に把握し、全社員一丸となって環境マネジメントシステ

ム（ISO14001）と環境活動の継続的改善を推進しています。

具体的には空調、照明、事務機器、生産設備および車両等の使用

効率の向上による省エネ、産業廃棄物の削減、梱包材のリサイク

ル、工場敷地の25％を緑地化、地域貢献のために地元広瀬川河

川敷のごみ拾いなど、さまざまな活動に取り組んでいます。 

 

今後の事業展望をお教えいただけますか。 

　EMS事業では、アジア諸国が真似できない最先端のテクノロ

ジー、品質レベル、納期を追求し、お客さまとともに成長を続け

ていきたいと考えています。RFID事業については、経済産業省

からの委託事業として、目下「高度センシング技術とGPSの連

携による屋内外高精度測位システムの開発」に取り組んでいま

す。このシステムに関しては正式な製品リリース前ですが、すで

に多方面のお客様から引き合いをいただいています。こうした

期待に応えられるよう実用化に向けてさらなる研究開発を進め

ていく所存です。 

 

東日本大震災以降、環境に配慮したエネルギー利用や技

術開発の在り方が問われていますが、杉原社長のご意見を

お聞かせいただけますか。 

　この度の震災で日本は大変困難な事態に直面しました。しか

し、日本人は忍耐力、対応力、そして賢さでこの難局を必ず乗り

越えられると信じています。この経験

を糧にして日本人は再び立ち上がり、

新たな環境技術やエネルギー問題の

解決策を見いだし、世界をリードする

存在になると信じています。弊社も電

気・電子分野で培ってきた技術を生か

し、独自の視点で環境問題やエネル

ギー問題にアプローチし、日本の復興

に貢献したいと考えています。 

代表取締役社長 
杉原 俊夫氏 

��

会社概要 
社　  名 

所 在 地 

資 本 金 

売 上 高 

事業内容 

T E L 

U R L

 

杉原エス・イー・アイ株式会社 

群馬県伊勢崎市今井町313 

6,100万円 

119億円（2010年度） 

電子機器の製造受託サービスおよびRFID関連製品・サービス 

0270-25-8101 

http://www.ssei.co.jp/
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■ エコモニタリングシステムの概念図 

インターネットを通じてサーバーにデータを蓄積 
リアルタイムでグラフを表示し、使用量を把握 

受信機能に加え、中継器機能・ロガー機能も搭載 環境データや消費電力を計測 
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　1999年の施行後初となる環境影響評価

法の改正が2011年4月22日に成立した。法

附則第７条では、「政府は、この法律の施

行後10年を経過した場合において、この法

律の施行の状況について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする」こととされている。今回、法の完全

施行から10年を迎え、これまでに浮かび上

がった課題や社会情勢の変化に対応する

ことを目指し、「環境影響評価法の一部を

改正する法律案」が策定された。 

　改正法の柱となるのは、大型建設事業

を計画段階で公表する「日本版戦略的環

境アセスメント（SEA）」。これまでの事業実

施段階ではなく、事業の位置、規模などを

選定する段階で環境保全の見地から配

慮すべき事項について検討を行い、「計画

段階配慮書」を作成することを義務化す

る。さらに、事業実施段階では、評価書の

公告を行った事業者に対して、環境保全

措置などの実施状況に関する報告書の作

成、公表を求める。このほか、改正法には、

インターネットなどで環境影響評価図書を

閲覧できるよう電子縦覧の義務化や、環境

大臣が意見を述べる機会の拡充、政令で

定める市から事業者への直接の意見提

出などが盛り込まれた。 

　今後、注視されるのは、日本版SEAの制

度内容だ。改正法では、事業実施区域な

どについて「1または2以上」というように複

数案を提示することを求めているが、具体

的な検討内容や調査手法などについては

今後策定される主務省令で規定されること

になる。すでに、環境省は2011年6月より有

識者による検討会を立ち上げ、事業の種類

ごとに定められる主務省令の指針となる基

本的事項の策定作業に着手している。 

　さらに、環境省は「平成23年度風力発電

施設等に係る改正アセス法手続先行実施

モデル事業」を開始した。現行の環境影響

評価法では、一定規模以上の火力、水力

およびすべての原子力発電所を対象として

おり、風力発電所は含まれない。改正法で

は交付金事業が対象に追加されることとな

り、風力発電所も対象となる可能性が出て

きた。また、現在、法改正と並行して、法対

象事業を定める施行令を変更する準備が

進められており、一刻も早い風力発電事業

への環境アセスメントの導入が目指されて

いる。環境省はモデル事業を通じて、改正

法に準じた配慮書または方法書の手続き

に先行的に取り組む事業者を支援し、風力

発電所などに対する適切な環境アセスメン

トの推進・定着を図っていく。 

　再生可能エネルギーは地球温暖化対

策として有効である一方で、大型建設事

業は新たな環境問題を引き起こす危険性

がある。適切な環境アセスメントが徹底さ

れることにより、地球温暖化防止と環境保

全の両方への貢献が期待される。 

　欧州委員会は、2011年5月26日、枯渇す

る金属資源の取り扱いについて抜本的な

変革を求める2つの報告書を国連環境計

画と共同で公表した。両報告書では、立法

者と政策決定者に対し、リサイクル率向上

と資源消費の削減のための方法を見つけ

出すことを呼びかけている。 

　1つ目の報告書は、金属のリサイクル率

の向上に向けて、そのポテンシャルを強調

する内容になっている。現状では、鉄、銅、

アルミニウム、スズなどを含む18種の金属の

みが50％以上のリサイクル率を達成してい

る。大部分の金属資源は、枯渇や価格高

騰が懸念されているにもかかわらず、1％程

度のリサイクル率に留まっている。報告書

は、こうした状況が変わらなければ、最先端

テクノロジーでレアアースを使うことができな

くなるだろうと警告を発する。また、報告書

によると、金属リサイクルは天然鉱石を製錬

するよりもエネルギー効率が2～3倍優れて

いるという。途上国を中心に回収システム

やリサイクル基盤を確立しリサイクル率を引

き上げることで、数百万トンに及ぶ温室効

果ガスの削減、これと同時に大規模なグ

リーン・ジョブの創出が期待されている。 

　2つ目の報告書「Decoupling:natural 

resource use and environmental impacts 

from economic growth（デカップリング:自

然資源の利用と経済成長による環境への

影響）」では、現在の消費状況を変えない

限り、2050年までに鉱物、鉱石、化石燃料、

バイオマスの消費量は現在の3倍になると

予想。これは年間1,400億トンに達し、世界

的な資源危機を意味する。報告書は、この

危機を回避するため資源消費と経済成長

の“デカップリング（切り離し）”の必要性を

強調し、目標別に3つのシナリオを提示し

た。そのうち最も意欲的なシナリオでは、先

進国における1人当たりの年間消費量を現

在の16トンから3分の2にまで削減し、世界で

は1人当たり平均6トン、全体で500億トン程

度に引き下げるという目標が掲げられてい

る。この目標には実現可能性が低いという

指摘もあるが、「3つのシナリオを提示するこ

とによって成長に対する現在の思想や仮説

に異議を唱える」ことが狙いとされている。 

　「今回の報告書は、資源効率の高い経済

を早期実現する必要性を強調するもの。報

告書により非常に大変な課題が提起された

わけであるが、我々はこの試練を立派に乗り

切れると確信している」と欧州委員会のヤネ

ス･ポトチュニック環境担当委員は話す。現

在、欧州委員会は、「Roadmap towards a 

resource efficient Europe（資源効率の高い

ヨーロッパに向けたロードマップ）」の最終調

整を進めており、資源効率の向上に向けて

取り組みの具体化を進めていく。 

EU、資源消費に関する2つの報告書の結果を公表 

枯渇する金属資源に対し、リサイクル率の向上と同時に資源消費と経済成長の切り離しを目指す。 

�������

環境影響評価法改正案が成立 

大型建設事業を計画段階で公表する「日本版戦略的環境アセスメント（SEA）」の導入を決定。 
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経済 
●サントリー食品インターナショナルは、回収した使用済みPETボトルを
原料に、新しいPETボトルに再生するメカニカルリサイクルシステムを
構築した。国内の飲料業界で初めての試みとなる新しい環境配慮型ボ
トルを商品の一部に導入する。（4/13） 
http://www.suntory.co.jp/ 

●積水化学工業は、ホームエネルギー管理システムを標準搭載した次世代
住宅「スマートハイム」を発売する。エネルギー需給の状況を細かく蓄
積・分析し、最適な設備の使い方や光熱費削減方法を提案。平均15％の
電力量削減、20％の光熱費削減を目指す。（4/15） 
http://www.sekisuiheim.com/ 

●住友商事と米国住友商事会社は、米国オレゴン州で発電容量845MW
の風力発電事業に出資参画すると発表した。同事業は米国GEグルー
プ、伊藤忠商事グループ、米国Google社、米国Caithness Energy社
との共同事業。総事業費約20億ドルを投じ、2.5MW風力タービン
338基を建設。2012年夏の完工時点において世界最大の風力発電
所となる予定。（4/19） 
http://www.sumitomocorp.co.jp/ 

●三井住友銀行は、企業の食と農に関する取り組みを支援する「SMBC
食・農評価融資」の取り扱いを発表した。食品関連企業の「食」や「環
境」「健康」などに関する取り組みを多角的に評価、その結果に応じた融
資条件の設定を行うとともに、取り組み内容に関する今後の改善余地
を、簡易診断の形で提供する。（4/26） 
http://www.smbc.co.jp/ 
 
政策 
●環境省は、2011年4月28、29日に韓国・釜山にて開催された第13回
日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM13）の結果を公表した。会合で
は、気候変動対策、黄砂などの越境汚染対策などについて議論のほか、
今後三カ国で自然災害に起因する環境破壊に対処するための共同方策
を策定することとされ、共同コミュニケとして採択された。（4/29） 
http://www.env.go.jp/ 

●環境省は、2011年4月25～29日までスイス・ジュネーブで開催され
た、ストックホルム条約（POPs条約）第5回締約国会議の結果を公表し
た。残留性有機汚染物質（POPs）の適正処理等を規定している同条約
にエンドスルファンを追加し、同物質の製造・使用等を廃絶することを決
定した。（5/2） 
http://www.env.go.jp/ 

●外務省は、2011年5月11日（現地時間）にニューヨークの国際連合本
部にて行われた、名古屋議定書の署名式典に日本から西田恒夫国際連
合日本政府代表部大使が出席し、同議定書に署名したと発表した。今
後、50以上の国・地域の批准または受諾・承認・加入書の寄託から90日
後に発効する。（5/12） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/ 

●滋賀県は、再生可能エネルギーや地域分散型エネルギーへの転換に向
けた検討などを行う「中長期的なエネルギー戦略検討プロジェクトチー
ム」を庁内に設置した。（5/12） 
http://www.pref.shiga.jp/ 

●環境省は、日本の環境技術の国際展開に向けた課題と具体的方策を示
す「日本モデル環境対策技術等の国際展開に係る戦略」を公表した。こ
れと同時に、同省ウェブサイトにて、海外の環境汚染の状況や法制度、環
境対策技術のニーズに関する情報など、環境対策技術関連企業の国際
展開に有益な情報の掲載を開始した。（5/31） 
http://www.env.go.jp/ 

●環境省は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」に基
づく廃棄物の輸出確認および輸入許可の実施状況を公表した。その結
果、2010年１～12月の間に、廃棄物処理法に規定する手続きを経て輸
出された廃棄物の量は94万1,487t。また、輸入廃棄物の量は1,119t
だった。（5/31） 
http://www.env.go.jp/ 

●山梨県北杜市と丸紅子会社の三峰川電力は、小水力発電共同導入事業

として、同市内にある村山六ヶ村堰用水路の3カ所に小水力発電所を建
設する。今回、建設する3発電所から得られる年間発電電力量の合計は
約4,600MWhを見込んでおり、北杜市世帯の年間電力消費量の約6％
（約1,300戸分）に相当する。（6/8） 
http://www.city.hokuto.yamanashi.jp/　 

●東京都は、住宅用太陽光発電システムの補助事業の受付開始を発表し
た（受付期間：2011年6月21日～2013年3月31日）。対象要件は、
都内に新規に設置された住宅用太陽光発電システム（戸建・集合、個人・
法人等を含む）で、補助金の単価は1kW当たり10万円。（6/20） 
http://www.metro.tokyo.jp/ 
 
技術 
●（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）は、北九州市の協
力のもと、海外水循環ソリューション技術研究組合（GWSTA）に委託し
て建設を進めてきた国内初の海淡・下水再利用統合システム「ウォー
タープラザ北九州」が本格稼動したと発表した。（4/11） 
http://www.nedo.go.jp/ 

●（独）国立環境研究所地球環境研究センターの研究グループは、国内の
複数大学およびNASAと共同で、日本域の自然生態系における炭素収
支量を1kmの高解像度で解析することに成功した。衛星観測データを
複合利用することにより、土壌を含めた自然生態系の炭素収支量を推定
する新たな手法を開発した。（4/14） 
http://www.nies.go.jp/ 

●アイ・エイチ・アイ マリンユナイテッドは、東京大学大学院新領域創成科
学研究科・鈴木英之教授との共同研究により、低動揺の洋上風力発電浮
体を開発し、概念設計を完了した。大型化が進む風力発電装置をこの浮
体を使って支えれば、1年中波がある日本周辺海域での風力発電装置の
設置やメンテナンスが実施しやすくなるという。（4/19） 
http://www.ihi.co.jp/ihimu/ 

●近畿工業と（独）産業技術総合研究所は、使用済みハードディスクドライ
ブ（HDD）からネオジム磁石を効率的に回収する技術を共同開発した。
センサーによってHDD内でネオジム磁石を含む部位の位置を非破壊で
検知し、非磁性鋼製の打ち抜き刃によりHDDを脱磁することなく当該
部位だけを回収することができる。（5/23） 
http://www.aist.go.jp/ 

●トヨタ自動車とトヨタメディアサービスは、電気自動車とプラグインハイ
ブリッドカー向けに200V充電スタンドを共同開発し、2011年7月上旬
より発売する。同製品は、非接触型ICカードでの認証機能に加え、通信
機能に対応しており、利用者はインターネットを介して充電完了の通知
や充電スタンドの空き情報を確認できる。（6/14） 
http://www.toyota.co.jp/ 

●東京大学農学生命科学研究科は、強力な温室効果ガスである一酸化二
窒素（N2O）を無害の窒素ガス（N2）に変換して生育する微生物を、水
田土壌から検出し分離培養することに成功した。この微生物を利用すれ
ば、農耕地からの施肥窒素の損失を抑えながら温室効果ガスN2Oを低
減することが期待されるという。（6/17） 
http://www.a.u-tokyo.ac.jp/ 
 
社会 
●環境省は、2010年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査の結
果を公表した。太陽光発電（非住宅系）、風力発電（陸上・洋上）、中小水
力発電および地熱発電（温泉発電を含む）について、国内における賦存
量や導入ポテンシャル、シナリオ別導入可能量を推計した。（4/21） 
http://www.env.go.jp/ 

●環境省は、2009年度の温室効果ガス排出量（確定値）を公表した。総
排出量は12億900万tで、産業部門をはじめとする各部門のCO2排出
量が減少したことなどにより、2008年度比で5.6％減少。また、2009
年度の京都議定書に基づく吸収源活動の排出・吸収量は、約4,700万t
（森林4,630万t、都市緑化等70万t）となった。（4/26） 
http://www.env.go.jp/ 
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　「1時間でわかる」と表紙に掲げられ

ているように、太陽光や風力、地熱発

電などの新エネルギーについて短時

間で理解できるよう編集されている。巻

頭に「1分間でつかめる！ 新エネルギー

3つの重要ポイント」と題したシートを加

えるなど、本書の概要を手早くつかむ

ための工夫がされている。「新エネル

ギーとは何か?」から始まり、世界各国、

日本の取り組み事例を紹介し、日本企

業のビジネスチャンスはどこにあるのか

を探っていく。 

●環境書5月度売上げベストテン　ジュンク堂書店（池袋本店）2011年5月1日～31日 

※価格はすべて税込 

図解 
新エネルギー早わかり 

早稲田 聡　著 
中経出版 

1,575円（税込） 

　環境エネルギー政策研究所所長で

ある飯田氏は自然エネルギー政策の第

一人者であり、『北欧のエネルギーデモ

クラシー』『自然エネルギー市場－新し

いエネルギー社会のすがた』など、エネ

ルギー関連の著書を多数持つ。一方

の鎌仲氏はドキュメンタリー映画監督。

作品に、原子力問題やエネルギー政策

をテーマに取り上げた『六ヶ所村ラプソ

ディー』『ミツバチの羽音と地球の回

転』などがある。本書は、その2人による

注目の対談を収録したもの。 

今こそ、エネルギーシフト 

飯田 哲也　鎌仲 ひとみ　共著 
岩波書店 

525円（税込） 

　公共の上下水道、民間の浄水・排

水処理などに携わる「水」エンジニア

のための技術情報誌。震災後、注目が

高まり、バックナンバーを含めて売れ行

きが伸びている。2011年5月発行の10

号の特集では「管路のリニューアル」と

題し、上下水道・各種用水管路の更

新・更生技術を紹介。過去の特集では

「淡水化・脱塩技術（9号）」「水処理

膜の徹底研究（8号）」「汚泥を減らし

たい！（7号）」をテーマに取り上げてい

る。水ビジネスを考える際の必読の書。 

水と水技術 No.10

オーム社 
1,680円（税込） 

BOOKS環境を考える本 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10

創史社 

武田ランダムハウスジャパン 

東京書籍 

数研出版 

合同出版 

ソフトバンク クリエイティブ 

七つ森書館 

日本電気協会新聞部 

中経出版 

オーム社 

1,470円 

1,050円 

1,680円 

1,155円 

600円 

1,000円 

3,990円 

945円 

1,575円 

1,890円 

　前回3月度のベストテンに引き続き

原子力発電関連書籍が売れている。環

境書だけではなく、全書籍のベストテ

ンにも入るほど、今までにない大変な

売れ行きである。震災から数カ月経

ち、品切れ書籍の増刷や新刊などが相

次ぎ、数多くの原子力発電関連書籍が

店頭に並んでいる。多くの書店が特設

コーナーをつくって展開しており、需

要はしばらく続くと思われる。また、ス

マートグリッドや新エネルギー関係の

入門書も非常に好調である。 

隠される原子力・核の真実 

原発に頼らない社会へ 

原子力発電で本当に私たちが知りたい120の基礎知識 

原子力のことがわかる本 

原発事故緊急対策マニュアル 

知っておきたいエネルギーの基礎知識 

原子力市民年鑑2010 

スマートグリッド 

図解新エネルギー早わかり 

原子力発電がよくわかる本 
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